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Ⅰ．はじめに

　近年，「子ども食堂」が全国的な広がりを

見せている。2018年４月に発表された「こど

も食堂安心・安全向上委員会」の調査結果か

ら，全国に2,286カ所の子ども食堂が開設さ

れていることを毎日新聞等が報道した。

　「子ども食堂」について明確な定義はない

が，農林水産省は「地域住民等による民間発

の取組として無料または安価で栄養ある食事

や温かな団らんを提供する」ものとしており，

住民ボランティア等による活動が中心となっ

ている。湯浅（2017）によれば，子ども食堂

は共生食堂型とケア付食堂型に大別される。

共生食堂型とは，貧困家庭の子どもに限らず

誰でも受け入れる食堂の形であり，ケア付食

堂型とは個別の貧困問題に対応し課題解決を

目指す食堂の形である。いずれの食堂もこの

２つに明確に区別されるものではないが，そ

の設置目的はそれぞれ異なるものとして捉え

られるであろう。

　一方の「地域食堂」は，地域の誰でも利用

可能であり，そこに集う人と繋がり比較的安

価に食事ができることに特徴がある。しかし

ながら，コミュニティ・レストランやコミュ

ニティ・カフェ同様に厳密な定義はなく，統
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計的に活動数を確認することが難しい状況に

ある（杉岡ら2016）。

　子ども食堂や地域食堂の取り組みは，地域

の居場所づくりの取り組みとも言える。居場

所づくりは「地域共生社会」の実現を可能と

するものとも考えられ，現在日本各地でその

取り組みが進められている。

　北翔大学研究プロジェクト「支え合いの拠

点（居場所）づくりの支援のための研究・実

践グループ」（以下，研究・実践グループ）

では，江別市内における地域の居場所づくり

の一環として「子ども食堂・地域食堂」の取

り組みを平成29年12月に開始した。対象は子

どものみならず地域住民全体としているた

め，「子ども食堂・地域食堂」として活動し

ている。本稿は，研究・実践グループによる

「子ども食堂・地域食堂」の開始から現在ま

での活動状況について報告し，今後の課題等

について検討することを目的としている。

Ⅱ．研究・実践グループの活動目的

　研究・実践グループは，本学が所在する北

海道江別市において地域住民主体の支え合い

の拠点（居場所）が複数創られることを目指

し活動している。子ども食堂は道内約100カ

所が活動しているが，地域食堂の数は先述の

通り活動数の確認が困難であり含まれていな

い。江別市ではこの１年間で活動団体が増え，

子ども食堂及び地域食堂合わせて５団体が活

動をしている。

　研究・実践グループは居場所づくりを支援

することを主な目的としており，小学校区な

ど“歩いて行ける”場所に居場所が作られる

ことを理想としている。我々の実践を含め多

様な形態の活動を整理し，「誰でも始められ

る」居場所づくりの在り方を検討することが

研究・実践グループの目的の一つでもある。

毎回子ども食堂・地域食堂に参加する住民の

数が一定数おり，また最近の開催では徐々に

参加者数が増えていることから，多くの居場

所が作られることへのニーズは確実に存在す

る。そのため，江別市内に住民主体の居場所

が複数箇所作られること，またその仕組みづ

くりは必要不可欠な取り組みであると考えら

れる。関係機関や市内の活動団体と連携しな

がら江別においてどのように居場所づくりを

進めていくか検討し，住民と協働しながらさ

らに活動拠点を増やしていきたい。

Ⅲ．研究・実践グループの活動経過

　研究・実践グループは平成29年12月20日に

第１回目の子ども食堂・地域食堂を実施し，

その後毎月１回，第３水曜日に定期開催して

いる。第１回〜３回目は野幌公会堂（野幌代々

木町）を会場として開催し，第４回目以降は

八丁目プラザのっぽ（野幌町）２階のコミュ

ニティスペースを借り開催し現在に至る。研

究・実践グループが開催する子ども食堂・地

域食堂には学生もスタッフとして参加してお

り，調理やカフェタイムのお茶出し，住民と

表１　「子ども食堂・地域食堂」の活動内容

15時30分〜

【カフェタイム】
誰でも無料で利用可能。
温かい飲み物（お茶，コーヒー，コ
コアなど）とお菓子を用意し，参加
者同士会話を楽しむ時間として開放
している。

17時30分〜

【食事タイム】
大人300円，子どもは無料で利用。
定食スタイルを基本とし，メニュー
は毎回異なる。
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の交流などさまざまな経験を通し学びの場に

もなっている。活動内容は表１の通りである。

　カフェタイムには毎回「プチ企画」を用意

し，昔遊びや作品作りなどを通し参加者同士

の交流機会を創出している。また，プチ企画

の内容に関心を持ち参加した結果，そこで出

会った人と繋がるケースもある。プチ企画へ

の参加者こそ多くはないものの一定の機能を

果たしており欠かせない催しとなっている。

　第１回開催からの参加者の推移は表２の通

りである。また，表２から開催回数と初回開

催（目的別参加者数計数なし）を省いてグラ

フ化したものが図１である。

　初回である平成29年12月20日の開催は，市

内の関係機関や今後活動を開始する予定の団

体等による視察者があり，カフェタイムを中

表２　参加者の推移

回 開催日
カフェ
のみ

参加者
食堂

参加者 合計

１ 17’12/20 — — 57

２ 18’ 1/17 32 23（11） 55

３ 2/21 24 26（16） 50

４ ＊3/21 7 35（10） 42

５ 4/18 11 27（ 9） 48

６ 5/16 12 49（18） 61

７ 6/20 15 46（18） 61

８ 7/18 11 26（ 8） 37

９ 9/19 10 36（13） 46

10 10/17 0 40（16） 40

11 11/21 13 39（19） 52

12 12/19 9 53（24） 62
※食堂参加者（　）内数字は内子どもの数
※初回開催のみ各時間帯別参加者数不明
※８月は会場使用不可により実施せず
＊第４回のみ昼の時間帯開催

（11時30分〜食事タイム，事終了後から15時頃までカフェタイム）

写真１　カフェタイムに昔遊びを楽しむ参加者

写真３　調理の様子 写真４　食事の様子

写真２　第４回食事メニュー
　　　　（桜えびの炊き込みご飯とポトフ他）
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心に多くの参加者があった。また，第３回ま

で会場として使用していた野幌公会堂は厨房

の設備が整い，食事や子どもたちが遊ぶため

のスペースも十分な広さが確保されていたた

め，食事後に大学生と子どもたちが遊ぶ様子

が見られた。

　第４回開催から，それまで使用していた会

場の確保が困難になったことから現在使用し

ている会場へと移動した。移動後，カフェタ

イムのみの利用者は10名前後と少なく，食事

を目的として参加する住民（カフェタイムか

ら継続して参加する方，食事タイムのみ参加

する方含む）が増加傾向にあった。カフェタ

イム及び食事スペースはそれまでの３分の１

程度の広さとなり，子どもたちが走り回るス

ペースは確保できない。しかし，会場が小さ

くなったことで参加者同士コミュニケーショ

ンがとりやすくなり，以前より会話が増えた

印象がある。また，第４回のみ３月21日が祝

日であったことからランチタイムの開催とし

た影響か，子ども連れの参加者が少なかった。

第５回（４月）は時間帯を定例通り夕方以降

の開催に戻したが参加者数は少なく，それま

で前会場に参加していた方の約半数が継続し

て参加したように見受けられる。

　第６回（５月）には，前会場参加者及び新

規の参加者が集まり，前回と比較し食堂参加

者が約２倍となっている。その後増減はある

ものの現在に至るまで食堂参加者を中心に増

加傾向である。とくに子どもの参加者割合が

上昇していることが図２から読み取れる。

　参加者には受付時に次回開催案内を配布し

ているほか，開催地域周辺の郵便局や銀行等

にチラシを掲載してもらい開催の周知を行っ

ている。また，社会福祉協議会や行政，自治

会の回覧版や近隣児童館などにおいても開催

周知の協力を得ている。最近の動向を見ると

継続して参加している方が増えてきており，

継続参加者の紹介により新規の参加者がある

など“口コミ”による広まりも参加者増加の

図１　目的別参加者推移
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背景にある。

　また，第９回（９月）の開催から住民ボラン

ティアの参加があった。９月は調理担当者４

名，フロア担当者１名のボランティアスタッ

フを招き，住民との協働の形がスタートした。

　さらに，第５回（４月）開催から地域企業

や近隣市の八百屋，住民等から寄付をいただ

けるようになった。活動資金の工面が課題の

一つである（後述）ことから，食材等の寄付

は活動の継続に欠かせない。現在では毎月４

〜５カ所より様々な寄付をいただき調理等に

使用している。

　活動開始から１周年を迎える平成30年12月

には，定例の開催とは別日の５日（水）に江

別地区に所在する眞願寺の協力を得，寺を会

場とした市内２カ所目の研究・実践グループ

による子ども食堂・地域食堂を開催すること

ができた。２カ所目であり１回目の開催には

約120名の参加者があり，その内食事をした

方が62名，内子どもが21名で定例開催を大き

く上回る参加者数であった。参加した方々か

らは，「お寺に初めて来た」「子ども食堂は聞

いたことがあっても参加したことがなかっ

た。楽しい」などの感想があった。“子ども

食堂”自体は全国的に話題となっていても，

身近に参加できる場がないことで参加意欲を

満たせていないが，参加ニーズはあることが

伺えた。

Ⅳ．今後の活動継続に向けた課題

　１年間の活動を通し，徐々に参加者数が増

加したこと，住民や企業等から協力を得られ

るようになったことは大きな成果である。支

え合いの拠点（居場所）づくりを支援する研

究・実践グループとして，２カ所目を開設で

きたことや住民ボランティアの参加が得られ

るようになったことも成果として挙げられる。

一方で，持続可能な活動を求める上で人材確

保や資金面を始め安定した運営のために検討

図２　参加者内訳
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が必要な課題もいくつか顕在化している。

１）人材確保

　活動開始前から課題として挙げていた「担

い手」について，当初は“徐々に参加者に役

割意識が形成され参加者も運営の担い手とな

ることが望ましい”と考えていた。実際，一

参加者として食堂に来ていた住民の一人がボ

ランティア希望に申し出るなど，その形が全

く形成されていないわけではない。しかしな

がら，あくまで支え手と受け手の関係のよう

に参加者を「お客様」として対応し，スタッ

フである我々との境界線が未だ強く存在して

いる。そのため，学生をはじめとした運営側

はスタッフとしての役割を果たすことに注力

し，住民との交流が十分に図れていないこと

も改善したい点の一つである。学生やボラン

ティアスタッフの参加があっても毎回望まし

い数の人材を確保できているわけではなく，

急な予定変更や体調不良により見込んでいた

数の参加スタッフ数が得られないこともあ

る。また，主要スタッフの少なさから食材調

達や運営の中心業務が一部のスタッフに偏っ

ていることも活動の安定性を損ねている要因

である。

　可能な限り活動の中心部を担えるスタッフ

が複数育成されるよう情報共有と業務分担を

行うことや，活動方針や目標に対し一定の理

解を図ることが望ましいと考える。また学生

スタッフも長期休暇中の帰省などにより十分

な人数を確保できない時期があることを踏ま

えて配置することが必要である。さらに，住

民ボランティアを組織化し，“手伝い”から“運

営者”へ意識を切り替え参加してもらえるよ

う働きかけることも重要である。

２）活動資金

　活動資金についても活動開始前から懸念し

ていた課題の一つである。会場費の他，食材

費や消耗品にかかる経費が膨大であり毎月の

食堂利用料（売り上げ）のみでは採算が取れ

ないのが実態である。人材確保同様，活動資

金についても多くの子ども食堂や地域食堂で

課題として抱えており，参加者の増加という

望ましい状況の一方で活動の継続という難し

さを感じる団体が多い。

　活動資金の調達について，平成29年度に

全国の子ども食堂や地域食堂を視察した際

に「バザーの開催」が効果的であることを学

んでいた。そのため，研究・実践グループで

は平成30年度の北翔大学・大学祭企画とし

て「子ども食堂・地域食堂バザー」を開催し

た。バザーの品物は北翔大学の教職員にバッ

グ等の衣料品類，食器や雑貨類など原則未使

用品での寄付を募った。家庭菜園の野菜や手

作りアクセサリーなども寄贈され，正確な数

は把握していないがおおよそ300を超える品

物が集まった。一部を除き全て100円で出品

し，家具等の高価なものでも最大1,000円で

出品した。バザーには多くの来場者があり，

51,090円（報告時50,390円，後日追加売り上

げあり）の売り上げとなった。

　バザーの開催が活動資金の調達に効果的で

あることは今回の開催で実感したが，定期的

な開催はやはり時間や会場，人材確保の面で

難しい。研究・実践グループも実践者は皆教

員が本業であり，他の活動団体も食堂事業の

他本業を持っている者がほとんどである。そ

の中でいかに有効と知られている方法があっ

ても，取り組むことが容易ではないものが多

いのも事実である。
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　ニーズの高まりに比例し参加者が増えてい

くことは望ましいことであるが，参加者の増

加に伴い経費も増加することは実践者として

悩ましい課題である。いかに活動資金を調達

し持続可能な活動としていくかは，全ての実

践者において共通の課題であると考えられる。

３）地域連携

　全国的に広まりを見せている活動であった

としても，当然のことながらすべての住民，

関係者から理解を得られるものではない。開

催地域周辺の住民には特段の理解を得ること

が必要であるし，関係機関や地元企業等との

協力・連携体制は活動の継続にも欠かせない

要素である。住民主体の活動を行う際には周

囲との摩擦が生じることにも配慮しなければ

ならない。住民のより良い生活を目的とした

活動が，かえって生活のしづらさに繋がって

は本末転倒である。可能な限り多様な機関と

連携すること，活動内容や目的を明確化する

こと，さらに実践者の立場を明らかにするこ

となどが住民の理解を得るために必要なこと

ではないだろうか。松岡（2018）は名寄市に

おける実践において行政，教育委員会，社会

福祉協議会，大学がコーディネートを担って

運営実施していることを報告し，今後さらに

各関係機関・団体とのさらなるつながりの強

化，社会福祉法人やNPO法人，各学校等（個

人を含む）との連携強化も検討することとし

ている。研究・実践グループによる活動は，

社会福祉協議会及び行政との連携が深まりつ

つあり，また地元商店街やNPO，協働開催

となったお寺との連携など様々な資源とのつ

ながりができてきた。一方で，地元小・中学

校とのつながりは未だ希薄である。研究・実

践グループの活動は子ども食堂としての機能

も果たすべく，より多くの児童生徒にも参加

をしてもらいたい。そのため，今後は地元小・

中学校にも理解，協力を得られるよう働きか

けることを検討していきたい。

Ⅴ．まとめ

　「地域共生」や「住民主体」などは近年注

目されるキーワードであり，家族福祉に支

え合いの機能を求められなくなった今，「住

民」は重要な支え合いの担い手である。志賀

（2018）は，日本がOECD加盟20か国の中で

最も「社会的孤立」が高い国であることを指

摘したうえで，「共生食堂を拡張し，地域の

人々のつながりをむすぶ活動を地域に根付か

せ，社会的孤立状態を軽減するためには地域

住民の主体性が不可欠である」と述べている。

住民自ら地域課題に取り組むこと自体は以前

より推進されているが，先述のように担い手

の確保難という点からも地域の課題を我が事

と捉えることにも一定のハードルがあるよう

に考えられる。

　社会的に“つながり”や“絆”の再構築が

求められているといわれる一方，それを求め

ない人がいることも当然である。しかしなが

ら，そのように“つながり”や“絆”を求め

ない人こそ潜在的なニーズを有する場合もあ

る。研究・実践グループによる子ども食堂・

地域食堂の実践のみならず，“真に必要な人に

支援が行き届いているか”は多くの実践者及

び支援者にとって直面し続ける課題である。

　とくに，子どもの居場所づくりは「子ども

食堂」という名称の広まりと共に全国的に注

目されるが，高齢者を含む子ども以外の年齢
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層の居場所についてはあまり取り上げられな

い。しかし，実際のところ居場所に関する課

題は特定の年齢層にのみ存在するのではなく

全ての住民にとって課題となり得るものであ

る。志賀（同）は，子どものみならず高齢者

の問題についても取り上げた上で，「食堂活

動が地域の人々を包み込んでつながりを強く

していく場としての可能性を有する」ことを

示した。また食堂活動が「日本の将来を考え

ていくうえでも地域の福祉力を高める一つの

仕掛けとして有用なものになると期待してい

る」とし，食堂活動が幅広い年齢層にとって

有用なものであり，さらにわが国の福祉力向

上に貢献する取り組みであると述べている。

　研究・実践グループでは子どものみならず

江別市におけるすべての住民が気軽に集い，

互いに支え合える居場所がつくられることを

目指し名称に「地域食堂」も並列している。

研究・実践グループによる「子ども食堂・地域

食堂」には幅広い年齢層の住民が参加するが，

食事タイムの参加者は小学校低学年以下の子

どもとその保護者（主に母親）が多い。今後は，

参加する子どもの年齢層もより広くなること，

母親以外の保護者の参加，そして中高年層の

参加者が一層増えることを期待し活動を継続

していきたい。しかしながら活動スペースの

都合もあり食事タイムには一定の時間に参加

者が集中し，長い待ち時間が発生することも

ある。運営時間や活動方法も工夫することに

よってこれらの課題も解消していきたい。

　さらに，江別市内において研究・実践グル

ープによる子ども食堂・地域食堂以外にも複

数の食堂事業が開設されていることから，今

後団体間の連携や情報共有も行い，さらに多

くの支え合いの拠点（居場所）が作られるよ

う，その方法や仕組みづくりについて検討を

重ねていきたい。
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